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　平成２６年度一般会計歳出決算額は５５億３，０１６万８，４７４円で、農林漁

業者トレーニングセンター耐震改修事業および農業経営対策事業の

増加があったものの、大谷小学校および木原小学校ならびに美浦中

学校の環境改善事業そして被災地域情報化推進事業およびＬＥＤ街路灯整備事業の完了等により、前年度と

比較して７億０，９８１万６，４０５円（１１．４％）の減となりました。

　歳出の主なものは、目的別に民生費／保育所運営経費、医療・児童福祉扶助費、教育費／小・中学校運営

経費、農林漁業者トレーニングセンター耐震改修事業、総務費／徴税事務経費、住基・戸籍事務経費、衛生

費／各種健診事業、ゴミ処理および斎場運営負担金、土木費／道路新設改良事業、公債費／地方債元利償還

金、消防費／稲敷広域消防負担金、消防団運営経費、農林水産業費／産地確立推進事業、県営土地改良事業、

議会費／議会活動および運営経費、商工費／商工会補助金等、災害復旧費／公立学校施設災害復旧費となっ

ています。

５５億３，０１６万８，４７４円歳 出

【一般会計歳出】

※平成２７年４月１日現在の人口
　１６，５５０人で割り戻した額。

３３４，１４９円

 村民一人当りの歳出額 村民一人当りの歳出額

歳出の性質別内訳

積立金　　　１，３８９万円（０．２％）

維持補修費　３，７２５万円（０．７％）
災害復旧費　２，１０５万円（０．４％）

投資および出資金・貸付金
　　　　　　　　　　　３３０万円（０．１％）

人件費
１３億９，９７７万円
（２５．３％）

人件費
１３億９，９７７万円
（２５．３％）

公債費　４億４，５４０万円（８．１％）公債費　４億４，５４０万円（８．１％）

普通建設事業費　４億１，１９７万円
　　　　　　　　　　（７．４％）
普通建設事業費　４億１，１９７万円
　　　　　　　　　　（７．４％）

物件費
７億８，７４３万円
（１４．２％）

物件費
７億８，７４３万円
（１４．２％）

繰出金
８億０，７２０万円
（１４．６％）

繰出金
８億０，７２０万円
（１４．６％）

扶助費
６億６，９０２万円
（１２．１％）

扶助費
６億６，９０２万円
（１２．１％）

補助費等
９億３，３８９万円
（１６．９％）

補助費等
９億３，３８９万円
（１６．９％）

議員報酬
各種委員報酬
特別職給与
職員給与等

消耗品
委託料

備品購入費等

児童手当
生活保護

特別会計への補助金

美浦村の平成２６年度歳入歳出決算（一般会計・特別会計・企業会計）が、９月の村議会定例会で認定
されました。すべての会計を集計した決算の総額は、歳入では１１３億５，１０５万８，５４０円、歳出では
１１０億９，１８９万０，４７０円となりました。前年度と比較して、歳入で０．４％、歳出で２．４％の増となって
います。

一部事務組合負担金
（稲敷広域消防等)

各種団体補助金等

『人と自然が輝くまち美浦』をめざして
　　　　　　　村のお金はこのように使われました

災害復旧費（０．４％）
　２，１０５万０，２８０円
災害復旧費（０．４％）
　２，１０５万０，２８０円

商工費（０．４％）
　２，２７２万４，５３０円
商工費（０．４％）
　２，２７２万４，５３０円

民生費（３１．１％）
　１７億２，１０６万６，４３９円
民生費（３１．１％）
　１７億２，１０６万６，４３９円

総務費（１２．８％）
　７億０，５６４万９，３８７円
総務費（１２．８％）
　７億０，５６４万９，３８７円

衛生費（９．９％）
　５億４，６０９万８，１１０円
衛生費（９．９％）
　５億４，６０９万８，１１０円

土木費（８．７％）
　４億８，２７６万０，７９０円
土木費（８．７％）
　４億８，２７６万０，７９０円

公債費（８．０％）
　４億４，５４０万０，３８３円
公債費（８．０％）
　４億４，５４０万０，３８３円

消防費（５．７％）
　３億１，２７６万４，２１９円
消防費（５．７％）
　３億１，２７６万４，２１９円

農林水産業費（４．７％）
　２億６，１００万８，９５９円
農林水産業費（４．７％）
　２億６，１００万８，９５９円

議会費（２．１％）
　１億１，５０８万９，０６８円
議会費（２．１％）
　１億１，５０８万９，０６８円

教育費（１６．２％）
　　８億９，６５５万６，３０９円
教育費（１６．２％）
　　８億９，６５５万６，３０９円
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むらの家計簿

平成２６年度 美浦村決算報告

５７億０，４０６万８，８４５円歳 入 自主財源　　　６１．６％
３５億１，５２８万９，２７９円

依存財源　　　３８．４％
２１億８，８７７万９，５６６円

　平成２６年度の一般会計歳入決算額は５７億０，４０６万８，８４５円で、平成２６年４月から消費税を８％に引き上げた

ことによる地方消費税交付金の増加はあったものの、回復傾向にあった法人税の減少と国・県支出金および

前年度繰越金の減少等により、前年度と比較して６億４，９０４万９，０７８円（１０．２％）の減となりました。

　内訳としては、自主財源（村税、繰入金、繰越金、寄附金等）が３５億１，５２８万９，２７９円（６１．６％）、これに対し

依存財源（国・県支出金、地方交付税、村債、地方譲与税等）は２１億８，８７７万９，５６６円（３８．４％）となっています。

村税は、対前年度比△６．９％、１億８，２６７万２，２２８円の減収となりました。

【一般会計歳入】

歳入歳出差引残金１億７，３９０万０，３７１円は、

平成２７年度へ繰越します。一　般　会　計

その他（１．７％）
　ゴルフ場利用税交付金・配当割交付金・自動車取得
　税交付金・株式等譲渡所得割交付金・利子割交付金
　・地方特例交付金・交通安全対策特別交付金

　９，４３７万５，３１７円

県支出金（５．１％）
　２億９，０２７万５，６１７円

地方消費税交付金（３．４％）
　１億９，５４５万０，０００円

地方譲与税（１．７％）
　９，９５７万４，０００円

村たばこ税（１．９％）
　１億０，６１２万２，９９３円

繰入金（９．６％）
　５億４，７７１万４，１６８円

軽自動車税（０．６％）
　３，７６３万０，４４２円

繰越金（２．０％）
　１億１，３１３万３，０４４円

寄附金・諸収入等（６．８％）
　３億８，９２８万１，８９２円

村民税（１８．８％）
１０億７，４２３万０，６４２円
村民税（１８．８％）
１０億７，４２３万０，６４２円

固定資産税（２１．９％）
１２億４，７１７万６，０９８円
固定資産税（２１．９％）
１２億４，７１７万６，０９８円

地方交付税（１１．２％）
　６億３，９６８万７，０００円
地方交付税（１１．２％）
　６億３，９６８万７，０００円

村債（８．６％）
　４億８，９２０万５，０００円
村債（８．６％）
　４億８，９２０万５，０００円

国庫支出金（６．７％）
　３億８，０２１万２，６３２円
国庫支出金（６．７％）
　３億８，０２１万２，６３２円

村税（４３．２％）
２４億６，５１６万０，１７５円
村税（４３．２％）
２４億６，５１６万０，１７５円
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村の預金（基金）と借金（地方債残高）の状況（一般会計）

借金（地方債残高）６３億４，６３０万円

８，６９４万円

１，７２０万円

１億５，６６０万円

１５億１，１２０万円

２億５，５９５万円

５，４３５万円

１億８，７１９万円

２億０，０１９万円

１，６４５万円

３７億７，０８１万円

８，２５１万円

６９１万円

・一般公共事業債

・災害復旧事業債

・緊急防災・減災事業債

・教育・福祉施設等整備事業債

・一般単独事業債

・厚生福祉施設整備事業債

・財源対策債

・減税補てん債

・臨時税収補てん債

・臨時財政対策債

・減収補てん債

・都道府県貸付金

６億２，２８１万円

２億６，９２６万円

５，４１５万円

７，９１１万円

１億８，９２４万円

６，８９６万円

２億２，３０８万円

１，２７７万円

８６５万円

１，７４２万円

６９万円

５７０万円

３０８万円

１億１，２９２万円

３１６万円

・財政調整基金

・減債基金

・ふるさと基金

・公共公益施設整備基金

・地域福祉基金

・陸平基金

・学校施設建設基金

・地域振興基金

・安中地区総合開発基金

・通学交通基金

・ふるさと応援基金

・復興まちづくり基金

・公共施設の屋根貸し等による
　太陽光発電事業基金

・土地開発基金

・収入印紙等購買基金

預金（基金の現在高）１６億７，１００万円

【基金】特定の目的のために維持、積立、運用する財産。

【地方債】臨時突発的な出費や将来の住民も経費を分担す
　ることが公平である場合等において、村の資金調達のた
　めに負担する債務。

※上記の他に、特別会計で４６億３，９３９万円、企業
　会計で１８億１，２６３万円の地方債残高があります。

指標でみる平成２６年度の財政事情

公債費は借入金の返済金のこと
で、これが一般財源に占める割
合を示し、数値が高いほど財政
を圧迫しています。

地方自治体の財政力を示す指数
です。１に近づくほど、もしく
は１を超えれば超えるほど自主
財源があるとされています。

財政構造の弾力性（余裕）を示す
ものです。今日ではほとんどの
地方自治体が８０％を超えて注意
の状態です。

【資金不足比率】公営企業会計の資金不足額の
　事業規模に対する比率です。２０％以上で経営
　健全化団体となり、公営企業の経営の健全化
　を図る計画を策定しなければなりません。

【実質公債費比率】一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率です。
※１８％以上で地方債を発行する際に県知事の許可が必要。２５％以上で財政健全化団体。３５％以上で財政再生団体。

※財政健全化団体は地方債発行で一部制限有り。財政再生団体は地方債発行で多くの制限有り。

【将来負担比率】地方債の残高をはじめ一般会計等が将来負担すべき、現時点での実質的な負債の標
　準財政規模に対する比率です。３５０％以上で財政健全化団体となります。

【実質赤字比率】一般会計等を対象とした実質
　赤字の標準財政規模に対する比率です。
※１５％以上で財政健全化団体、２０％以上で財政再生団体。

【連結実質赤字比率】全ての会計を対象とした
　実質赤字の標準財政規模に対する比率です。
※２０％以上で財政健全化団体、３０％以上で財政再生団体。

※資金不足額がないため、「－」（該当なし）表示となります。

※赤字額がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」
　（該当なし）表示となります。

《平成２７年３月末現在》

－ － ５．７％ ５５．４％

実質赤字
比　率

連結実質
赤字比率

実質公債費
比　率

将来負担
比　率

－ － － －

水道事業
会　計

電気事業
会　計

公共下水道事業
特別会計

農業集落排水
事業特別会計

経常収支比率　９７．７％ 公債費負担比率　９．８％ 財政力指数　０．８０６

健全化判断比率

公営企業会計資金不足比率
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５億８，０２５万９，７０２円５億８，０２５万９，７０２円

５億７，９５６万７，８７９円５億７，９５６万７，８７９円

１７０万６，４００円１７０万６，４００円

５，９２３万３，５９４円５，９２３万３，５９４円

特　別　会　計

差引

差引

６９万１，８２３円

△５，７５２万７，１９４円

２１億２，１６３万１，００４円２１億２，１６３万１，００４円

２０億６，９４４万４，７４９円２０億６，９４４万４，７４９円
国 民 健 康 保 険

歳入

歳出

５，２１８万６，２５５円を
平成２７年度へ繰越

１億８，６７８万６，７１２円１億８，６７８万６，７１２円

１億７，００７万６，２３０円１億７，００７万６，２３０円

１，６７１万０，４８２円を
平成２７年度へ繰越

農業集落排水事業
歳入

歳出

９億７，０８４万４，５１１円９億７，０８４万４，５１１円

９億４，６７６万９，９５３円９億４，６７６万９，９５３円

２,４０７万４,５５８円を
平成２７年度へ繰越

公共下水道事業
歳入

歳出

９億８，２２７万３，９１６円９億８，２２７万３，９１６円

９億３，４６９万２，１９８円９億３，４６９万２，１９８円

４，７５８万１，７１８円を
平成２７年度へ繰越

介 護 保 険
歳入

歳出

１億１，７７７万８，２６３円１億１，７７７万８，２６３円

１億１，９３２万８，３２０円１億１，９３２万８，３２０円 １５５万０，０５７円を
平成２７年度へ繰越

後期高齢者医療
歳入

歳出

企業会計

水道事業

収益的

資本的

収入

支出

１９５万９，１３０円１９５万９，１３０円

３，３４８万０，７３０円３，３４８万０，７３０円

差引

△３，１５２万１，６００円
収益的

収入

支出

収入

支出

　歳入の主なものは、国民健康保険税４億５，２６３万１，６１１円（２１．３％）、国庫支出金４億１，７７５万０，４９６円（１９．７％）、前期高齢者交
付金４億１，６６８万２，１９０円（１９．６％）で、全体の６０．６％を占めます。国民健康保険税の現年分徴収額は４億１，０８７万２，７２３円で、
被保険者（年間平均４，９８６人）一人あたり８万２，４０５円です。
　歳出では、保険給付費が総額（国保負担分）で１２億４，７０８万２，０６４円（構成比６０．３％）となりました。保険給付費の主なもの
は療養給付費で１０億９，０４４万２，５９１円（５２．７％）を支出、被保険者一人あたり２１万８，７０１円（年間平均４，９８６人）、一世帯あたり
３７万３，８２３円（年間平均２，９１７世帯）でした。高額療養費は１億２，６８４万６，８６０円を支給しています。また、後期高齢者支援金等
は２億６，５３９万５，５５４円（１２．８％）を支出しました。

　舟子地区、信太地区、安中地区、大須賀津地区の保守点検および運転管理を行いました。

　平成２６年度は、土屋第１幹線ならびに土屋地区面整備管渠工事（延長約５，２７０ｍ）を実施しました。また、本年度も公共
下水道への早期新規接続者に対し、接続工事補助金を交付しました。

　保険料調定額は１億９，９６２万６，９３８円で、第１号被保険者数は４，１６３人、受給者数は５１２人となっており、保険給付費は８億
３，００６万８，５１２円となっています。詳細については、本号１３ページの介護保険コーナーをご覧ください。

　保険料調定額は、８，６４６万１，５００円（特別徴収額６，１０８万９，５００円、普通徴収額２，３５６万８，２００円、滞納繰越分１８０万３，８００円）で、
被保険者数（平成２６年度末）は１，９５０人となっています。

　資本的収支の不足額については留保資金（減価償却費等）等で補填しています。平成２６年度は、美駒・根古屋地先の配水
管布設工事実施設計（１，４６０．０ｍ）を行いました。

６億８，２２０万０，０００円６億８，２２０万０，０００円

６億５，０６７万８，４００円６億５，０６７万８，４００円

電気事業

資本的
収入

支出

　財務省から東京医科歯科大学霞ケ浦分院跡地（大山地内）の一部を取得し、太陽光発電設備を設置し売電を開始しました。
平成２６年度の主な収支は、事業実施に係る融資、発電所の設計費、本体工事費および東京電力への負担金となっています。

差引

３，１５２万１，６００円

収益的収入支出：事業運営活動に伴う収支

資本的収入支出：施設建設整備等に伴う収支


